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寄附金等取扱規程 

 

平成２８年４月１日 

２８（規程）第７４号 

最終改正 令和６年４月１日 

令０６（規程）第３２号 

（目的） 

第１条 この規程は、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（以下「機構」という。）

への寄附金等の受入れの基準等に関する必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この規程における用語の定義は、次のとおりとする。 

（１）「寄附金」とは、寄附者が機構に対して寄附として提供する現金及び有価証券をい

い、その受入れ等については第３条及び第７条から第１２条に規定する。 

（２）「寄附物品等」とは、寄附者が機構に対して寄附として提供する物品、土地及び建

物等の有形固定資産並びに知的財産権等の無形固定資産をいい、その受入れ等につ

いては第３条、第１３条及び第１４条に規定する。 

（３）「寄附金等」とは、寄附金及び寄附物品等をいう。 

（４）「寄附者」とは、寄附金等を機構へ提供する外部の機関又は個人をいう。 

（５）「使途」とは、独立行政法人会計基準における寄附金の使途をいう。 

 

（受入れ・運用の基準） 

第３条  機構は、寄附金等が次の各号に掲げるいずれにも該当するときは、その寄附金等を

受け入れることができ、かつ運用においても、この基準に従うものとする。 

（１）寄附金等が国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法（平成１１年法律第１７

６号）第４条に定める目的及び機構の中長期計画の達成に資するものであること 

（２）寄附金等の受入れにおいて、次に掲げる条件等が附されていないこと 

イ 寄附者に寄附の対価として何らかの利益又は便宜を供与すること 

ロ 寄附者が寄附の経理について監査を行うこと 

ハ 寄附後に寄附者が寄附金等の全部又は一部を取り消すことができること 
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二 寄附された寄附金等を寄附者に無償で譲渡又は使用させること 

（３）寄附金等を受け入れることにより、機構の業務又は財政に特段の負担又は支障がない

と認められること 

（４）寄附者が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年５月１５日

法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団、同条第６号に規定する暴力団員若

しくはこれらに準じるもの（以下「反社会的勢力」という。）又は反社会的勢力と

密接な関係を有する者ではないこと 

 

（寄附者への報告） 

第４条 原則として、事前に同意を得た全ての寄附者に対して、寄附の対象となる事業の動

向が記された広報誌等を送付する。また、必要に応じ、事業によって得られた成果等につき

説明又は資料送付を行う。 

 

（ＱＳＴ未来基金管理委員会） 

第５条  理事長は、寄附金等及び次条に定めるＱＳＴ未来基金の管理、運用等を適切に行わ

せるため、ＱＳＴ未来基金管理委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ この規程に定めるもののほか、委員会の組織、運営等については別に定める。 

 

（ＱＳＴ未来基金） 

第６条 機構に、ＱＳＴ未来基金（以下「未来基金」という。）を置く。 

２  未来基金は、機構の未来を担う研究開発を含む機構の研究開発・事業活動全般に供するも

のとする。 

３ 未来基金は、機構への寄附金及びその運用益をもって構成する。 

４ 未来基金の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わるものとする。 

 

（寄附金の受入手続） 

第７条 寄附金を機構に寄附しようとする者（以下「寄附申込者」という。）は、別紙様式

１を参考に氏名（法人にあっては法人名及び代表者の役職、氏名）、住所、寄附金額、使

途を特定する寄附の場合はその使途を記載した寄附金等申込書を機構に提出する。 
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２ 理事長は、前項により寄附金等申込書を受理したときは、第３条の基準によりその内容

を検討し、寄附金の受入れの可否を決定するものとし、理事長はこれをイノベーション戦略

部長に専決させるものとする。ただし、電子決済を利用した寄附金の申込みは、申込者が第

３条の基準に同意した上で、寄附申込みを実施しているものとみなし、寄附金の受入れを決

定するものとする。 

３ イノベーション戦略部長は、寄附金の受入れを決定したときは、別紙様式２を参考に寄附

申込者に寄附金振込依頼書を送付する。ただし、電子決済を利用した寄附金の申込みについ

ては振込依頼書の送付は不要とする。 

４ 理事長は、寄附申込者からの入金を確認したときは、別紙様式３を参考に寄附申込者に

対して領収書を発行する。 

５ 機構が第３条の受入基準を明示した募金箱を設置し、寄附者が募金箱へ入金したとき

は、第１項から前項までの手続によらず寄附金の受入れを行う。 

６ 理事長は、寄附金の受入決定後に、当該寄附金が第３条の基準のいずれかに該当しない可

能性がある場合は、委員会に審議させた上で、受入決定を取り消すことができるものとし、理

事長はこれをイノベーション戦略部長に専決させるものとする。 

 

（寄附金の使途の特定等） 

第８条 委員会は、寄附金の用途の種類、使用金額、使用時期等を、寄附者の意図を酌み、

又は本部組織の各部長若しくは各研究企画室長からの申請に基づき決定し、寄附金の使途

を特定するものとする。 

２ 委員会は、未来基金による事業計画を決定する。なお、本部各部長又は各研究企画室長

から別に定める申請書により事業計画が申請された場合は、これを尊重し決定する。 

３ 委員会は、事業計画を決定した場合は、本部各部長又は各研究企画室長を通じて当該事業

を実施する者（以下「事業実施者」という。）にこれを通知し、通知を受けた事業実施者

は通知された事業計画に基づき事業を実施するものとする。 

４ 委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、寄附金の使途又は未来基金の事業計

画を変更することができる。 
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（１）寄附目的が達せられ、寄附金に残額が生じたとき 

（２）第１１条により、事業の実施期間が終了したとき 

（３）適正かつ合理的な理由により、寄附の使用内容等を変更するとき 

（４）寄附対象となる事業に追加で寄附金を受け入れたとき 

５ 事業実施者は、毎年度、委員会に対し、当該事業の実施状況及び決算について別に定める報

告書をもって報告しなければならない。 

６ 委員会は、毎年度、事業の実施状況及び決算について、理事長に対して報告するものと す

る。 

 

（寄附金の管理） 

第９条 理事長は、委員会に対し、寄附金を使途ごとに区分して管理させる。なお、寄附者

が使途を特定した寄附金は、寄附者の意図を酌んで管理させるものとし、本部各部長又は各

研究企画室長からの申請に基づき委員会があらかじめ決定した用途に対して、寄附金が寄附

された場合も同様とする。 

２ 理事長は、同じ使途を持つ複数の寄附金を一括し、まとめて管理させることができる。 

３ 理事長は、前２項いずれの場合においても、第３条に定める受入れ・運用の基準が遵守

されるよう、委員会に対して適切な指示を行うものとする。 

 

（共通基盤整備充当費） 

第１０条 理事長は、寄附金から共通基盤整備充当費（機構の事業活動全般の費用（管理的

費用含む。））を管理、運用するものとし、その管理者は委員会とする。 

２ 前項における共通基盤整備充当費は、寄附金金額の１０％とする。ただし、寄附金金

額が１００万円を超える場合は、その共通基盤整備充当費を１０万円とする。 

 

（寄附金の使用期間） 

第１１条 寄附金の受入れ時に特段の取決めがある場合を除き、寄附金の使用期間は原則とし

て使途特定の日から３年間以内とする。ただし、適正かつ合理的な理由があると理事長が認めた

場合は、使用期間を延長することができる。 

 

（寄附金の経理） 
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第１２条 機構は、諸法令及び独立行政法人会計基準に従い、寄附金を厳正に取り扱うもの

とする。 

 

（寄附物品等の受入手続） 

第１３条 寄附物品等を機構に寄附しようとする者（科学研究費補助金等実施規程（２８ 

（規程）第８４号）に定める科研費等又は補助金等実施規程（２９（規程）第５３号）に

定める補助金等により取得した固定資産を機構に寄附しようとする機構の役職員を除

く。）は、氏名（法人にあっては法人名及び代表者の役職、氏名）、住所、品名等、用途を

特定する寄附の場合はその用途を記載した寄附金等申込書を機構に提出する。 

２ 理事長は、前項により寄附金等申込書を受理したときは、イノベーション戦略部長及び

資産管理主管課長に資産管理及び会計処理の観点から当該資産の受入れに際し必要となる

事務手続、当該資産の供用に際し留意すべき点、及び条件とすべき事項を確認させた後、委

員会に用途等を審議させた上で、第３条の基準により受入れを決定する。 

３ 寄附物品等の受入れについては、前２項に定めるもののほか、固定資産管理細則（２８ 

（細則）第６１号）第１０条に定めるところによる。 

 

（寄附物品等の管理・運用） 

第１４条 寄附物品等の管理・運用については、固定資産管理細則（２８（細則）第６１号）

に定めるところによる。 

 

（匿名で寄附がなされた場合等による取扱い） 

第１５条 第７条第１項又は第１３条第１項の手続によらず、寄附申込者から匿名で寄附が

なされた場合や、やむを得ない理由により寄附申込者が寄附金等申込書を機構に提出する

ことができない場合において、機構宛てと分かる書類等で寄附金等を明示している場合は

直ちに、これらが明らかに分かる書類等がない場合は誤送金、遺失物でないことを確認した

後、理事長は第３条の基準によりその内容を検討し、寄附金等の受入れを決定し、所定の手

続を行うものとする。 

 

（その他） 
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第１６条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、別に定める。

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

 

（承継寄附金の取扱い） 

第２条 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」という。）から承

継した寄附金については、当該寄附金の従前の原子力機構における寄附金執行計画に従

い執行するものとする。 

 

附 則（平成２９年４月１日 ２９（規程）第４３号） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

（寄附金の承継） 

第２条 改正前の寄附金取扱規程に定められた各寄附金運用部会は、それぞれが管理して

いる寄附金について、平成２９年３月３１日までに使途を特定し、委員会に承継するものと

する。 

 

附 則（平成３０年６月１日 ３０（規程）第１８号） 

この規程は、平成３０年６月１日から施行する。 

 

附 則（平成３１年３月１日 ３０（規程）第４９号） 

この規程は、平成３１年３月１日から施行する。 
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附 則（平成３１年４月１日 ３１（規程）第４１号） 

この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和元年５月１日 令０１（規程）第５号） 

この規程は、令和元年５月１日から施行する。 

 

附 則（令和３年４月１日 令０３（規程）第１２号） 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和５年４月１日 令０５（規程）第２８号）  

この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和６年４月１日 令０６（規程）第３２号）  

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 
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